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2019年 4月より、３６協定(サブロク協定)で定める時間外労働に罰則付きの上限が設けられましたが、

中小企業への適用は 2020年 4月からとなっています。 

そこで、今回は３６協定の基本と新たに変更された点をご紹介いたします。 

 

まず３６協定とは 

労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週４０時間以内とされています。 

そのため、時間外労働(残業)・休日労働をさせるためには、使用者と労働者との間で労使協定をむすび

ます。この協定のことを３６協定といいます。 

３６協定は、所轄の労働基準監督署長へ届け出る必要があります。 

 

改正内容 
改正前の限度基準告示による上限は、罰則がなく、特別条項を設けることで上限なく時間外労働を行わ

せることが可能となっていました。今回の改正によって、罰則付きの上限が法律で定められ、臨時的な

特別な事情がある場合(特別条項)にも上回ることのできない上限が設けられました。 

これに伴い、３６協定届も新しい様式となっています。 

 

時間外労働の上限 
◆ 月４５時間・年３６０時間 

◆ 時間外労働と休日労働の合計は、月１００時間未満 

◆ 時間外労働と休日労働の合計が、「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」「５か月平均」「６

か月平均」(連続する月)すべて１月当たり８０時間以内 

臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはできません。 

 

臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、 
◆ 年７２０時間以内 

◆ 時間外労働と休日労働の合計が、「２か月平均」「３か月平均」「４か月平均」「５か月平均」「６

か月平均」(連続する月)すべて１月当たり８０時間以内 

◆ 時間外労働と休日労働の合計が、月１００時間未満 

◆ 月４５時間を超えることができるのは、年間６回まで 

 

36協定の締結する際の注意ポイント 
① 「１日」「1か月」「１年」の、時間外労働の限度を定める。 

② 協定期間の「起算日」を定める。 

１年の上限について算定するため協定期間の「起算日」が必要です。 

③ 時間外労働と休日労働の合計について、月１００時間未満。２～６か月平均８０時間以内にするこ

と。 

「１日」「１か月」「１年」の時間外労働の上限時間を定めますが、この上限時間内で労働させた

場合であっても、実際の時間外労働と休日労働の合計が、月１００時間以上または２～６か月平均

８０時間超となった場合には、法違反となります。そのため、この点について労使で合意したこと

を確認するためのチェックボックスが設けられています。 

これにチェックが入っていなければ、この協定は有効となりません。 

④ 限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情がある場合」にかぎる。 
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限度時間（月 45時間・年 360時間）を超える時間外労働を行わせることができるのは、通常予見するこ

とのできない業務量の大幅な増加などです。 

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由は、できる限り具体的に定めなければなり

ません。 

 

具体的な事由の例としては、 

 

 

 

 

 

 

【注意】 

「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得ない場合」など、恒常的な長時間労働を招くおそれがあ

るものは認められません。 

 

⑤ 限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保 

限度時間を超えて労働させる労働者の健康・福祉を確保するための措置について、具体的内容を記

載します。下の 10項目から選び、具体的内容を記載します。 

1. 労働時間が一定時間を超えた労働者に医師による面接指導を実施する 

2. 深夜業の労働させる回数を 1か月について一定回数以内にする 

3. 終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保する(勤務間インターバル) 

4. 労働者の勤務状況およびその健康状態に応じて、代償休日または特別な休暇を付与する 

5. 労働者の勤務状況およびその健康状態に応じて、健康診断を実施する 

6. 年次有給休暇についてまとまった日数連続して取得することを含めてその取得を促進する 

7. 心と体の健康問題についての相談窓口を設置する 

8. 労働者の勤務状況およびその健康状態に配慮し、必要な場合には適切な部署に配置転換する 

9. 必要に応じて、産業医等による助言・指導を受ける。また、労働者に産業医等による保健指導

を受けさせる 

10. その他 

 

 

日々の時間外労働の管理ポイント 
◆ 「１日」「１か月」「１年」のそれぞれの時間外労働が３６協定で定めた時間を超えないよう管理 

◆ 休日労働の回数・時間が、３６協定で定めた回数・時間を超えないよう管理 

 

特別条項がある場合 

◆ 特別条項の回数が、残っている⇒「１日」「１か月」「１年」の時間外労働の残時間数まで 

残っていない⇒原則の上限時間(限度時間)まで 

となるように月の時間外労働を管理。 

◆ 毎月の時間外労働と休日労働の合計が、１００時間以上にならないよう管理 

◆ 月の時間外労働と休日労働の合計について、前２～５か月の合計と合算して、月数（２～６）×８

０時間を超えないよう管理 

 

 

1週間当たり 40時間を超える労働時間が月 45時間を超えて長くなるほど、業務と脳・心臓疾患の発症と

の関連性が徐々に強まるとされています。さらに、1週間当たり 40時間を超える労働時間が月 100時間

または２～６か月平均で 80時間を超える場合には、業務と脳・心臓疾患の発症との関連性は強いとされ

ています。そのため、使用者は、３６協定の範囲内であっても労働者に対する安全配慮義務に気を付け

なければなりません。なるべく時間外労働・休日労働は必要最小限にとどめるようにしましょう。 

・予算、決算業務 

・納期のひっ迫 

・大規模なクレームへの対応 

・機械のトラブルへの対応 

・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 

 


